
　「令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価について」の運用に係る
　特例措置の取扱い

　　　　　　

１　措置の内容
　　新労務単価の決定に伴い、対象工事に定める工事の受注者は、草加市建設工事請負
　契約約款第６０条の定めに基づき、旧労務単価に基づく契約を新労務単価に基づく契
　約に変更するための請負代金額の変更の協議をすることができます。

２　対象工事

対象工事は、令和５年３月１日以降に契約を行う工事のうち、旧労務単価を適用して予定価格を積算しているもの

３　請負代金額の変更

　  変更後の請負代金額については、次の方式により算出します。

　　変更後の請負代金額＝Ｐ（新）×ｋ

　  

　　Ｐ（新）：新労務単価及び当初契約時点の物価により積算された予定価格

　　ｋ　　　：当初契約の落札率

４　請求方法

　  協議の請求は、別紙１様式により受注者が発注者へ提出します。

５　その他

 　旧労務単価で設計を行った工事のうち、現在まで入札公告を行っていないものにつ
　いては、「技能労働者への適切な賃金水準の確保について」（国土交通省不動産・建  設経済局長通知）の趣旨にのっとり、新労務単価で再度設計を行った上、競争入札に  付すものとします。
　別紙１様式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　草加市長　瀬　戸　百合子　あて

  　　　　　　　　　　　　　　　所 　在　 地　　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　商号及び名称
  　　　　　　　　　　　　　　　代 　表　 者　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　  　　　　　　　　　　　　　

変更協議書
　　次の工事請負契約について、「令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価について」の運用に係る特例措置による請負代金額の変更を協議します。

	1
	工事名
	

	2
	工事場所
	草加市

	3
	契約年月日
	令和　年　　月　　日　　　　　

	4
	工      期
	令和　年　　月　　日　から令和　年　　月　　日　まで


